
平成26年度業務棚卸表（政策体系順）

フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成26年度事業量 平成25年度事業量 平成24年度事業量 平成23年度事業量

043100-002

北上市社会福祉協議会運
営費補助金

長寿介護課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

社協の健全な運営を支援し、民間社会福祉活動の推進と充実を図
る。社協職員の人件費に充当

一般 法令に特に定めのないもの

62,562

北上市社会福祉協議会運
営費補助金

市民、北上市社会
福祉協議会

補助対象人員数
社協事務局職員14名、支部職員13名

補助対象人員数
社協事務局職員14名、支部職員13名
（仮）

補助対象人員数
社協事務局職員14名、支部職員13名

補助対象人員数
社協事務局職員14名、支部職員13名

043100-002-01

043100-003

北上市総合福祉センター運
営費補助金

長寿介護課01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

福祉活動の拠点施設を円滑に運営し、民間福祉活動の推進と充実を
図る。センターの維持管理運営費

一般 法令に特に定めのないもの

14,788

北上市総合福祉センター
運営費補助金

利用者 ・総合福祉センター
利用者　27,616人
・和賀町総合福祉センター
利用者　5,015人

・総合福祉センター
利用者21,000人
・和賀町総合福祉センター
利用者　6,000人（仮）

・総合福祉センター
利用者　20,833人
・和賀町総合福祉センター
利用者　5,769人

・総合福祉センター
利用者　20,371人
・和賀町総合福祉センター
利用者　7,709人

043100-003-01

040300-004

障がい者福祉展開催事業

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

出来るだけ多くの市民に、障がい者の活動状況について理解を深め
てもらうために開催するものである。障がい者施設や福祉作業所、ボ
ランティア団体等の日頃の活動成果を発表する場の提供を行う。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’12 2,484

障がい者福祉展開催事業

身体・知的・精神障
がい者、一般市民

みちのく芸能まつりと同時開催　
８月２日　600人

雨天のため中止 消防フェスタ、環境展等との同時開催で
多くの来場者があった。

来場者数 ９月９日　3,000人

消防演習、消防フェスタとの同時開催で
多くの来場者があった。
来場者数 ９月11日　4,500人

040300-004-01

043100-006

ふれあいのまちづくり事業
費補助金

長寿介護課01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

高齢者、障害者等が住みなれた地域で生活できるよう、地域住民に
よる見守りの支援体制がつくられる。ふれあいまちづくり事業への補
助（出張理容、小地域ネットワーク等）

一般 法令に特に定めのないもの

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 1,214

ふれあいのまちづくり事業
費補助金

高齢者及び障害者 ・出張利用述べ59人
・小地域ネットワーク35ネット
・除雪事業391回

・出張理容延べ90人
・小地域ネットワーク40ネット
・除雪事業600
回（仮）

・出張理容延べ85人
・小地域ネットワーク35ネット
・除雪事業545回

・出張理容延べ144人
・小地域ネットワーク54ネット
・支援回数5,104回、除雪支援

043100-006-01

043100-009

地域福祉支援センター運営
事業

長寿介護課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

支部ごとに支援センターを設置し、高齢者や障害者が住み慣れた地
域で自立して生活できるよう総合的に支援する。地域福祉活動、ふれ
あいデイサービス等の企画調整、福祉に関する情報提供

一般 法令に特に定めのないもの

1,548

地域福祉支援センター運
営事業

高齢者 ・市内ふれあいデイサービス
開催数1,921回、延べ参加者数(協力員
含み）37,989人
・地域支援センター14支部

・市内ふれあいデイサービス
開催数1,950回、延べ参加者数（協力員
含み）38,400人
・地域福祉支援センター14支部（仮）

・市内ふれあいデイサービス
開催数1,952回、延べ参加者数（協力員
含み）38,412人
・地域福祉支援センター14支部

・市内ふれあいデイサービス
開催数1,949回、延べ参加者数（協力員
含み）39,396人
・地域福祉支援センター14支部

043100-009-01

043100-039

長寿者祝福事業

長寿介護課01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

長寿を祝い敬老と高齢者福祉に理解を深める。
・百歳の誕生日に市長が対象者を訪問し祝福する。
・地区及び老人福祉施設が主催する敬老会で米寿対象者に祝い状
を交付し祝福する。

一般 法令に特に定めのないもの

1,067

長寿者祝福事業

米寿及び百歳高齢
者

米寿対象者459人　
百歳対象者18人

米寿対象者432人
百歳対象者17人

米寿対象者　396人
百歳対象者　18人

米寿対象者　380人
百歳対象者　19人

043100-039-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成26年度事業量 平成25年度事業量 平成24年度事業量 平成23年度事業量

043100-040

敬老会主催団体交付金

長寿介護課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

長寿を祝い世代間の交流を通して敬老と高齢者福祉に理解を深め
る。敬老会主催団体（北上市社会福祉協議会）に対し、敬老会（対象
者75歳以上)の運営費として、出席者数（見込）に応じ交付金を交付
する。

一般 法令に特に定めのないもの

5,602

敬老会主催団体交付金

北上市社会福祉協
議会、75歳以上高
齢者

対象人数　12,449人（参加率34.4％）
交付金額　4,297,000円

対象人数　12,221人
交付金額　
4,434,000円

・対象人数　12,007人（参加率36.9％）
・交付金額　4,568,000円

・対象人数　11,763人
・交付金額　4,665,000円

043100-040-01

040200-117

沿岸被災地健康見守り支援
事業（緊急雇用対策）

健康増進課01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

沿岸被災自治体にかわり、事業を行うことで、マンパワーの確保が図
られる。また、沿岸被災者の日常生活を健康面で支えている。大船
渡市における仮設住宅等の被災者への巡回による健康実態の把握
と指導、健康教室等の実施、こころのケアの実施等（仮設住宅運営
支援員への指導も含む）

一般 法令に特に定めのないもの

82,398

沿岸被災地健康見守り支
援事業（緊急雇用対策）

大船渡市における
仮設住宅等で生活
する被災者及び支
援員

保健師や看護師等延べ24名を雇用し、
被災者で要支援者の訪問活動や健康
教室を実施。

保健師や看護師等延べ27名を雇用し、
被災者の健康実態調査やうつスクリーニ
ングを実施。

事業着手のための大船渡市における協
議　６回
25年度に業務委託する業者選定のため
の企画プロポーザルの実施と審査会の
実施等。

040200-117-01

040300-301

民生委員、児童委員活動事
業

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

民生委員・児童委員が活動を展開するため、各種研修等の充実を図
り、必要な知識・技術等を習得し、委員の資質向上に努める。民生児
童委員協議会、委員への支援及び協力

一般 法令の実施義務（自治事務）

民生委員法、民生委員
法施行令、児童福祉法 5,839

民生委員、児童委員活動
事業

民生委員・児童委
員

（仮）
・民生児童委員　 201人

・地区民児協会議延べ開催回数 120回
・相談・支援件数　8,887件
・調査・実態把握等活動件数　29,800件
・訪問連絡調整件数　44,295件

・活動日数　31,362日

・民生児童委員　 201人

・地区民児協会議延べ開催回数 120回
・相談・支援件数　9,095件
・調査・実態把握等活動件数　36,469件
・訪問連絡調整件数　68,320件

・活動日数　34,589日
・民生委員児童委員一斉改選（新任58
名、再任139名）

・民生児童委員　 201人
・地区民児協会議延べ開催回数 120回
・相談・支援件数　10,083件
・調査・実態把握等活動件数　42,380件
・訪問連絡調整回数　71,114件

・活動日数　37,723日

・民生児童委員　 201人
・地区民児協会議延べ開催回数 120回
・相談・支援件数　9,358件
・調査・実態把握等活動件数　39,892件

・訪問連絡調整回数　71,318回
・活動日数　37,300日

040300-301-01

040300-302

北上市民生児童委員協議
会運営費補助金

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

市民に幸福感をもって生きがいのある人生を送ってもらえること。民
生委員児童委員協議会及び委員活動への補助

一般 法令に特に定めのないもの

民生委員法 北上市地域福祉計画

16,142

北上市民生児童委員協議
会運営費補助金

民生委員・児童委
員

・民生児童委員　201人
・活動内容(住民の相談・支援、地域の
実態調査・把握、各種研修会の開催及
び参加)
・委員活動費、地区民児協活動費の交
付

・民生児童委員　201人
・活動内容(住民の相談・支援、地域の
実態調査・把握、各種研修会の開催及
び参加)
・委員活動費、地区民児協活動費の交
付

・民生児童委員　201人
・活動内容(住民の相談・支援、地域の
実態調査・把握、各種研修会の開催及
び参加)
・委員活動費、地区民児協活動費の交
付

・民生児童委員　201人
・活動内容(住民の相談・支援、地域の
実態調査・把握、各種研修会の開催及
び参加)
・委員活動費、地区民児協活動費の交
付

040300-302-01

040300-303

北上市民生委員推薦会

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

民生委員・児童委員の一斉改選に伴い、推薦基準により推薦者を決
定し、県に対して進達を行う。一斉改選に伴う民生委員・児童委員の
推薦

一般 法令の実施義務（自治事務）

民生委員法

366

北上市民生委員推薦会

推薦会委員 ・推薦委員委嘱　７人(任期３年の３年目)
・途中退任者の補充にかかる
推薦会開催回数　２回

・推薦委員委嘱　７人(任期３年)
・委員長選任、職務代理者指定
・推薦会開催回数　５回（一斉改選に伴
う開催５回）

・推薦委員委嘱　７人(任期３年)
・委員長選任、職務代理者指定
・推薦会開催回数　３回（年度途中異動
　３人）
・持ち回り審査実施回数　０回

・推薦委員委嘱　７人(任期３年)
・委員長選任、職務代理者指定
・推薦会開催回数　０回（年度途中異動
　０人）
・持ち回り審査実施回数　０回

040300-303-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成26年度事業量 平成25年度事業量 平成24年度事業量 平成23年度事業量

040300-304

献血推進事業

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

市民の博愛精神をはぐくみ、ボランティアが増え、自然に行われるよ
うな社会を作る。献血制度の推進、普及啓発と献血者の確保

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

安全な血液製剤の安
定供給の確保等に関
する法律（血液法）

3,571

献血推進事業

献血協力者 ◆全血献血　2,634人
・協力事業所(官公庁含み) 73社
・協力学校 6校

◆全血献血　3,020人
・協力事業所(官公庁含み) 70社
・協力学校 6校
◆成分献血　72人
・協力事業所(官公庁含み)  1社

◆全血献血　3,033人
・協力事業所(官公庁含み) 70社
・協力学校 6校
◆成分献血　137人
・協力事業所(官公庁含み)  1社

◆全血献血　2,866人
協力事業所(官公庁含み) 70社
協力学校 6校
◆成分献血　137人
・協力事業所(官公庁含み)  1社

040300-304-01

040300-306

日赤岩手県支部北上市地
区事業

福祉課01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

世界の平和と人類の福祉に貢献するために、一般社資及び法人募
集を行う。各種団体への支援及び協力（事務局を受け持ち）

一般 法令の努力義務（自治事務）

1,150

日赤岩手県支部北上市地
区事業

社員、各種団体の
会員

・一般社資金額　11,195,192円
・法人社資金額　　2,989,975円

・一般社資金額　14,556,250円
・法人社資金額　 2,978,636円

・一般社資金額　 11,957,351円
・法人社資金額　  3,087,533円

・一般社資金額　 12,604,172円
・法人社資金額　  3,371,159円

040300-306-01

040300-307

戦傷病者戦没者遺族等援
護事業（戦没者追悼）

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

国の国家補償の精神に基づき、戦没者遺族等の援護と処遇の改善
を図る。戦傷病者戦没者遺族等の年金請求事務、手帳交付、補装具
交付、特別弔慰金、特別給付金関係請求

一般 法令の実施義務（自治事務）

恩給法、戦傷病者戦没
者遺族等援護法、戦傷
病者特別援護法

1,589

戦傷病者戦没者遺族等援
護事業（戦没者追悼）

戦傷病者及び戦没
者の遺族等

（仮）
・戦没妻特別給付金請求事務
・北上西和賀地区戦没者追悼式の開催
・戦没者追悼行事への参列等（全国戦
没者追悼式、岩手県戦没者追悼式、市
内各地区戦没者追悼式へ追悼のことば
(市長)送付）

・戦没妻特別給付金国債請求事務48件
・北上西和賀地区戦没者追悼式の開催
　遺族ほか　280人参列
・戦没者追悼行事への参列等
（全国戦没者追悼式２人
、岩手県戦没者追悼式30人
、市内各地区戦没者追悼式へ追悼のこ
とば(市長)送付）

・戦傷病者等の妻に対する特別給付金
国債請求事務　2件
・北上西和賀地区戦没者追悼式の開催
　312人参列
・戦没者追悼行事への参列
全国戦没者追悼式　3人
岩手県戦没者追悼式　30人
市内各地区戦没者追悼式へ追悼のこと
ば(市長)送付

・戦没遺族特別弔慰金国債請求事務65
件
・北上西和賀地区戦没者追悼式の開催
　遺族ほか　293人参列
・戦没者追悼行事への参列
全国戦没者追悼式　1人
岩手県戦没者追悼式　29人
市内各地区戦没者追悼式へ追悼のこと
ば(市長)送付

040300-307-01

040300-308

遺族会運営費補助金

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

戦争のない平和な国の大切さを訴えること。遺族会会員の活動への
援助

一般 法令に特に定めのないもの

207

遺族会運営費補助金

遺族会会員 ・戦没者追悼式への協力及び参列
・戦没者遺児による慰霊友好親善事業
への参加
・遺族相互の援護及び研修

・戦没者追悼式への協力及び参列
・戦没者遺児による慰霊友好親善事業
への参加
・遺族相互の援護及び研修

・戦没者追悼式への協力及び参列
・戦没者遺児による慰霊友好親善事業
への参加
・遺族相互の援護及び研修

・戦没者追悼式への協力及び参列
・戦没者遺児による慰霊友好親善事業
への参加
・遺族相互の援護及び研修

040300-308-01

040300-311

社会福祉法人指導監督事
業

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

福祉サービスを行う事業所の適正な運営を確保することにより、市民
が確実かつ質の高い福祉サービスを受けるられるようになる。市内で
事業を行う社会福祉法人に関する認可等事務、指導監査

一般 （未入力）

5,049

社会福祉法人指導監督事
業

社会福祉事業を行
う社会福祉法人

・社会福祉法人一般監査　7法人
・現況報告書の受理・点検　14法人
・社会福祉法人定款変更等の認可　7件
（仮）

・社会福祉法人一般監査　8法人
・現況報告書の受理・点検　13法人
・社会福祉法人設立認可　1法人
・社会福祉法人定款変更等の認可　24
件

次年度の事業開始に向けての準備040300-311-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成26年度事業量 平成25年度事業量 平成24年度事業量 平成23年度事業量

040300-315

北上市地域福祉計画策定
事業

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

社会福祉の推進のため、地域福祉計画に関する事項についての一
体的かつ総合的計画（災害時要援護者避難支援計画含む）を策定す
る。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

社会福祉法 北上市地域福祉計画

1,305

北上市地域福祉計画策定
事業

市民 ・地域福祉懇談会実施14か所
・概要版作成及び全戸配布

・策定委員会４回
・検討委員会６回
・社会福祉協議会との打ち合わせ会議９
回
・地域福祉懇談会実施１０か所×2名
・アンケート調査・集計作業
・グループインタビュー実施・記録作業
・パブリックコメント骨子案作成、素案作
成

040300-315-01

040300-316

地区民生委員推薦委員会
事務費交付金

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

一斉改選時に、地区民生委員推薦委員会にて候補者を決定する。平
成26年度は民生児童委員一斉改選の年ではないため候補者推薦の
ための地区民生委員推薦委員会開催の事務費は交付しない。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市民生委員推薦
会 460

地区民生委員推薦委員会
事務費交付金

地区民生委員推薦
委員会(10地区)

26年度実績なし ・地区民生委員推薦委員会会長会議
　１回
・一斉改選にかかる地区民生委員推薦
委員会事務費の交付　10地区

H24年度事業実績なし Ｈ25年度事業実績なし040300-316-01

040300-317

災害時要援護者登録事業

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

災害時に自力で避難することが難しい一人暮らし高齢者や高齢者の
みの世帯、障がい者等要援護者の情報を消防、自主防災組織、民生
委員、地域支援者等で共有し、避難支援や安否確認に備えるほか、
日常の見守り体制を整備する。要援護者からの申し込みを受けて、
要援護者登録台帳を整備し、関係者間で台帳情報を共有する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市災害時要援護
者支援登録実施要綱

災害対策基本法

北上市地域福祉計画
　
北上市地域防災計
画

4,563

災害時要援護者登録事業

高齢者、障がい者
等

・避難行動要支援者全体名簿作成
（2,899名）
・同意・不同意確認書送付（2,899名）
・災害時要援護者台帳登録
新規109件、抹消登録101件、登録者数 
689人
・台帳配布
民生委員180か所、自主防災組織95か
所、社会福祉協議会合計276か所

・新規登録114件、抹消登録74件、平成
25年９月現在登録者数　681人
・台帳配布
民生委員180か所、自主防災組織約７０
か所、社会福祉協議会　合計250か所

平成24年９月現在登録者数　641人 平成23年９月現在登録者数　612人040300-317-01

040300-318

災害救助法事務

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

被災者の保護と市民生活の保全を図る。災害弔慰金の支給、被災者
の住宅援助（家賃相当額の補助）

一般 法令に特に定めのないもの

386

災害救助法事務

被災者 実績なし（仮） ・災害扶助費　5,3千円（１世帯分）
・災害弔慰金（1件）　5,000千円

・災害弔慰金（1件）　5,000千円
（審査会事務、相談業務あり）
・災害扶助費　8,8千円

23,034千円040300-318-01

040300-319

災害援護資金貸付金

福祉課01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

災害救助法が適用された災害により、住宅等の損害を受けた世帯主
へ生活再建のための資金の貸付をする。住宅の半壊、全壊等の被
害を受けた世帯主（世帯の所得制限基準による）への貸付。
東日本大震災の場合は、返済据置期間６年。

一般 法令の実施義務（自治事務）

災害弔慰金の支給等
に関する法律、北上市
災害弔慰金の支給条
例、同規則

77
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成26年度事業量 平成25年度事業量 平成24年度事業量 平成23年度事業量

災害援護資金貸付事務

災害救助法による
救助が行われた自
然災害により、住宅
等の損害を受けた
世帯主

償還事務６回 償還事務４回 ・償還事務２回
・償還報告事務２回
・弁護士協議：訪問２回、電話数回
・県協議：訪問１回、電話多数
・本人面談：１回

4,200千円040300-319-01

040300-320

災害見舞金給付事業

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

東日本大震災で被災した市民に対し、市に寄せられた義援金を活用
し災害見舞金を給付。死亡、行方不明及び住宅の全半壊等の被害
があった場合に災害見舞金を給付。平成25年度から一部損壊被害
にも給付。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

災害弔慰金の支給等
に関する法律 2,506

災害見舞金給付事業

市民 交付件数（一部損壊のみ）190世帯
・給付額：2,276千円

・交付件数（一部損壊のみ）258世帯
・給付額：2,571千円

・交付件数：291件（死亡1件、半壊5件、
一部損壊285件）
・交付額：3,662千円

○義援金交付対象431件のうち２世帯住
宅11件を除く420世帯へ交付。
○交付事務回数：20回
○見舞金交付単価（半壊50千円、大規
模半壊70千円、全壊100千円、死亡200
千円）
○交付件数：420件（半壊385、大規模
半壊6、全壊25、死亡4）
○総交付金額：22,970千円

040300-320-01

040300-321

災害援護資金等貸付金利
子補給補助金

福祉課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

被災者の経済的負担の軽減を図る。災害援護資金や生活復興支援
資金の貸付を受けた方の利子額について、申請により補助する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市東日本大震災
災害援護資金等貸付
金利子補給補助金交
付要綱

79

災害援護資金等貸付金利
子補給補助金

市民 利子補助１名（1,610円） 利子補助　１名（540円） 利子補助　１名（210円）040300-321-01

040300-322

災害弔慰金等支給審査会
負担金

福祉課01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

04

負担金・補助金（義
務負担金）

東日本大震災に係る「災害関連死」の疑いがある案件について、県
で行う災害弔慰金等支給審査会に諮問し、意見を求める。審査会へ
の諮問に要する経費の負担。

一般 法令に特に定めのないもの

77

災害弔慰金等支給審査会
負担金

岩手県 負担金支出なし。 負担金支出なし。 回数：１回　負担金24,131円040300-322-01

030100-601

避難所食料提供事業

市民課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

避難所等避難者へ食料を供与する。市総合防災訓練時の炊き出し
訓練。（9月1日）

一般 法令に特に定めのないもの

避難所食料提供事業

被災者 市総合防災訓練参加　12人
炊き出し訓練：なし

市総合防災訓練参加
　

市総合防災訓練参加
　炊き出し訓練：10人

■避難所など避難者へ食料を供与
【4月8～10日】
・おにぎり　206個
・弁当　6食

030100-601-01

010100-604

沿岸被災地復興支援事業

政策企画課01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

沿岸被災地にあっては、復興が進み、避難者にあっては自立再建が
進む状態。沿岸地域（内陸避難者を含む）の復興支援に係る事務を
総合的に推進する事業。義援金活用事業の事務及び他団体との協
議や事業参加を行った。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市震災復興支援
計画 6,369
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成26年度事業量 平成25年度事業量 平成24年度事業量 平成23年度事業量

沿岸被災地復興支援事業

被災地及び避難者 研修　3回　　視察、調査等対応 5回 支
援情報共有会議　16回

・関係団体打合せ：３回
・大船渡市市民活動支援協議会の運営
支援のための出張
　10回
・復興関連シンポジウム等参加：６回
・相談件数：20件程度

関係団体打合せ：３回
復興イベント等参加：８回
相談件数：433件

・避難者向け日用品配付　77世帯
・夏物用品購入助成　583名
・配布用自転車修理　23台

・雇用促進住宅網戸設置　195枚
・コタツ配付　94世帯
・ファンヒーター配付　38世帯
・石油ストーブ配付　30世帯
・避難者戸別訪問調査　274世帯
・復興ステーションへのテレビ設置

010100-604-01

010100-613

避難者灯油助成事業

政策企画課01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

沿岸等との気温格差を和らげる生活支援とする。灯油助成券により
灯油を助成する。

一般 法令に特に定めのないもの

義援金配分委員会の
決定に基づく

北上市震災復興支援
計画 4,696

避難者灯油助成事業

沿岸等からの避難
者

・石油商業協同組合との協議：２回
・助成券作成：1020枚
・単価契約（変更含み）：３回
・交付世帯数：181世帯
・交付枚数：780枚・使用世帯数：168世
帯・利用枚数728枚・利用金額：
1,329,065円

・石油商業協同組合との協議：２回
・助成券作成：1100枚
・単価契約（変更含み）：３回
・交付世帯数：185世帯
・交付枚数：775枚
・利用世帯数：171世帯
・利用枚数：655枚
・利用金額：1,247,094円

・石油商業協同組合との協議：２回
・助成券作成：1200枚
・単価契約（変更含み）：３回
・交付世帯数：281世帯
・交付枚数：876枚
・利用世帯数199世帯
・利用枚数842枚
・利用金額：1,501,459円

010100-613-01

010100-617

きたかみ震災復興ステー
ション事業

政策企画課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

市内避難者の交流支援拠点として、きたかみ震災復興ステーションを
設置。市内で展開される避難者支援の総合調整等を行うほか、同施
設を活用した交流事業等を実施。さらには、沿岸被災地のコミュニ
ティ支援にかかる業務を実施するもの。きたかみ震災復興ステーショ
ンの設置運営を行っている、きたかみ復興支援協働体の事務管理法
人である、ＮＰＯ－ＮETサポートに業務を委託する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市震災復興支援
計画 3,717

きたかみ震災復興ステー
ション事業

市内避難者、避難
者コミュニティ

・支援者情報共有ＭＴＧ　計14回・きた
かみ絆便　月２回　計24回・ふるさとカ
フェ　11回・てんどの会　57回・さくらの
集い　３回

・支援者情報共有MTG　月２回
・きたかみ絆便　月２回　計24回
・ふるさとカフェ　31回
・てんどの会　　72回
・その他イベント　14回

010100-617-01

010100-620

きたかみ震災復興支援協働
体負担金

政策企画課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

市内避難者の交流支援拠点として、きたかみ震災復興ステーションを
きたかみ復興支援協働が設置。市も復興支援協働体に参画し、必要
な支援活動に取り組む。震災復興ステーション事業を行うために必要
となる事業費の一部にあてるため、協働体へ負担金を支出する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市震災復興支援
計画 333

きたかみ震災復興支援協
働体負担金

沿岸被災地域及び
避難者や被災者の
支援者

県補助事業の実施
事業費333,272円

・小中学校が行うスタディーツアーの支
援（４件）
・復興サロン２回
・復興支援企業交流会１回

010100-620-01

010100-710

震災復興支援業務推進事
業（緊急雇用対策）

政策企画課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

震災復興支援業務。大船渡市応急仮設住宅支援員配置事業の業務
支援、大槌町地域支援員配置事業の業務及び事務処理支援、震災
復興関連行政文書整理。

一般 法令に特に定めのないもの

7,811

震災復興支援業務推進事
業

沿岸被災地・避難
者・被災地

・雇用促進住宅堤ヶ丘宿舎集会所訪問
　39回・相談対応　63件・大船渡市職員
への事務引き継ぎ・大槌町への経費事
前確認結果報告12回・経費事前確認に
関する事務打ち合わせ11回

010100-710-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当課名政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成26年度事業量 平成25年度事業量 平成24年度事業量 平成23年度事業量

010100-714

復興交付金事業計画評価
事業

政策企画課01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

復興特別交付金事業計画に掲げる目標の達成状況及び復興交付金
事業の実施状況に関する調査及び分析を行い、復興交付金事業計
画の実績に関する評価を行う。ＧＩＳ型ハザードマップ整備事業が平
成26年度に完了したことを受け、その成果等を検証するために事後
評価を実施するもの。

一般 法令の実施義務（自治事務）

東日本大震災復興特
別区域法第83条

復興交付金事業計画評価
事業

沿岸被災地・避難
者・被災地

010100-714-01

010100-717

転入被災者生活支援商品
券給付事業（生活支援推進
費）

政策企画課01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

東日本大震災により被災した世帯は、避難生活継続などのため一般
世帯より支出が増加している状況であり、国による「地域住民生活等
緊急支援のための交付金」を活用し、生活負担の軽減を行うことで、
物心両面での生活の安心感向上を図るもの。被災後北上市内に転
入してきた世帯の生活負担軽減を図るため、商品券を交付するも
の。

一般 法令に特に定めのないもの

799

転入被災者生活支援商品
券給付事業

東日本大震災によ
り被災した世帯

010100-717-01

043100-008

ボランティア活動事業費補
助金

長寿介護課01-04-02

地域福祉を担う人材の育成

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

啓発活動や研修を通して多くの市民がボランティア活動に参加、主体
的に活動を展開できるようにする。また、実践者の活動の充実強化
が図られる。ボランティア活動への補助

一般 法令に特に定めのないもの

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 880

ボランティア活動事業費補
助金

市民、高齢者等 ・個人登録318人
・中高生ボランティア講座（３回105人）
・キャップハンディ体験活動（小学生等
14回790人）
・ハウスクリーニングプロジェクト
（５地区７回66世帯、小中学生等述べ
567人）

・個人登録300人
・中高生ボランテア講座（２回80人）
・キャップハンディ体験活動（小学生等
12回550人）
・ハウスクリーニングプロジェクト（２地区4
回40世帯、小中学生等延べ380人）
（仮）

・個人登録297人
・中高生ボランティア講座（２回76人）
・キャップハンディ体験活動（小学生等
12回549人）
・ハウスクリーニングプロジェクト（２地区4
回39世帯、小中学生等延べ376人）

・個人登録286人
・中高生ボランテア講座（２回40人）
・キャップハンディ体験活動（小学生等8
回677人）
・ハウスクリーニングプロジェクト（２地区4
回40世帯、小中学生等延べ345人）

043100-008-01

043100-318

介護人材育成事業（緊急雇
用対策）

長寿介護課01-04-02

地域福祉を担う人材の育成

05

ソフト事業（任意）

介護従事者の人材不足の解消。介護従事者の人材不足を解消する
ため、働きながら介護職員初任者資格を取得させることを目的とし
て、介護サービス事業者において期間を定め失業離職者を雇用す
る。

一般 法令に特に定めのないもの

2,174

介護人材育成事業（緊急
雇用対策）

介護職員初任者資
格を取得しようとす
る離職者

雇用者数１人 雇用者数　４人（うち途中退職２人） 雇用者数　６人 雇用者数　11人043100-318-01

043100-329

北上市介護人材確保推進
事業費補助金

長寿介護課01-04-02

地域福祉を担う人材の育成

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

介護を必要とする高齢者が今後も増加することが予測される一方で
介護人材の不足が課題となっており、介護人材を確保するため、介
護職を目指す奨学生に対し補助金を交付する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市介護人材確保推進
事業費補助金

奨学金を借りてい
る者で５年以上勤
務する者

043100-329-01
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